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経営力向上計画とは?

申請に必要な書類は…
□ 事業の特徴や経営状況、目標と取組などを記載した「経営力向上計画（書）」▶Ｐ2-3参照

「性能証明書」（メーカー経由・工業会発行）▶Ｐ4参照□ 取得予定設備を対象とする

計画策定にあたっては
専門機関のサポートを
受けられます。しかも作成する
計画書は実質2枚です！

【経営力向上計画】で
11

計画が認定されると…22

生産性アップ！ 

2017年10月作成

〒100-8310　東京都千代田区丸の内二丁目7番3号　（東京ビル）

各地区のご相談窓口

三菱電機住環境システムズ株式会社

北海道支社      （011）893-1342
東北支社         （022）742-3020
東京支社         （03）3847-4337
中部支社         （052）527-2080

関西支社  （06）6310-5060
中四国支社  （082）504-7362
営業本部（四国） （087）879-1066
九州支社  （092）476-7104

検索検索経営強化法｜

●経営強化法や申請についてのお問い合わせ
  中小企業庁　経営強化法相談窓口

  TEL:03-3501-1957

44

対象となる当社空調冷熱製品は…55

経営力向上計画のご案内

「経営力向上計画」の制度概要

「経営力向上計画」認定事例集 「性能証明書（生産性向上要件証明書）」について

◆事業分野（業種）別に定められた指針に則った計画策定が必要です。
◆計画が認定されるとさまざまな支援措置が受けられます。

主務大臣
（事業分野別指針の策定）

提出先
（例）経産省：各地方の経済産業局

申請事業者
中小企業・小規模事業者　中堅企業

● 生産性を高めるための設備を取得した場合、固定資
産税の特例（3年間1/2に軽減）や、中小企業経営強
化税制（即時償却等）により、税制面から支援

● 計画に基づく事業に必要な資金繰りを支援
　（融資・信用保証等）
● 認定事業者に対する補助金等における優先採択

※事業分野別指針が策定されていない分野においては
　基本方針に基づいて申請が可

申請を
サポート （例）・商工会議所・商工会・中央会

　   ・地域金融機関
　   ・士業等の専門家

申請 認定

経営力向上計画

◆地域密着型スーパー、酪農ファーム、酒造家、水産加工
会社、金型製造メーカーほか多数の事例が掲載されて
います。ぜひ参考にしてください。

◆発行者は工業会です。設備業者様・販売店様経由にて、
当社営業窓口にご依頼ください。

検索検索中小企業庁 　認定計画事例集｜

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/161011kyoka1.pdf

申請企業が固定資産台帳に「建物附属設備」
「機械および装置」「器具または備品」と区分するもの

中小事業者等（資本金1億円以下の法人、個人事業主など）
対象設備

❶ 生産性が年平均1％以上向上するもの
❷ 販売開始から一定期間以内に取得等を行うもの
❸ 最低取得金額を満たすもの
❹ 中古設備等は除く
❺ 制度終了（平成31年3月31日）までに導入した対象設備

設備の要件

対象事業者

               　     販売開始❷ 最低価格❸
機械装置   10年以内       160万円以上

建物附属設備   14年以内         60万円以上
器具備品     6年以内         30万円以上

経営革新等支援機関

支援措置

❹ ❶

コストマネジメントの向上や設備投資等により、
事業者の生産性を向上させるための計画です。
認定されると多くの支援が受けられます。
目標未達でも認定取り消しはありません※。

一目瞭然！

※経営力向上計画に係る事業が行われていない場合は、設定が取り消されることがあります。

活用して
くださーい！

さまざまな金融支援が受けられます。

固定資産税が3年間1/2に減免されます。
即時償却や税額控除7％との併用が可能です。

(資本金3000万円以下は10％)

補助金によっては採択時の加点要素となり得ます。

メリット　　1

メリット　　2
メリット　　3

国が認定した支援機関からサポートを受けられます。
「認定経営革新等支援機関」のリストから選ぶ。

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/nintei/kyoku/ichiran.htm

各都道府県ごとにある「よろず支援拠点」に相談する。

http://www.smrj.go.jp/yorozu/087939.html

（中小企業庁ウェブサイト）

（中小企業基盤整備機構ウェブサイト）

選定方法1

選定方法2

検索検索認定経営革新等支援機関｜

検索検索よろず支援拠点｜

計画を策定するために…33

※機種によっては対象とならない場合もありますので、詳細は営業窓口までお問合せください。

店舗・事務所用パッケージエアコン　ビル用マルチエアコン　設備用パッケージエアコン　冷凍機
チリングユニット　業務用ロスナイ　産業用除湿機　ルームエアコン　ハウジングエアコン
店舗用ショーケース　など

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/nintei/kyoku/ichiran.htm
http://www.smrj.go.jp/yorozu/087939.html
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/161011kyoka1.pdf


記載例（製造業）

６ 経営力向上の内容

事業分野別指

針の該当箇所

実施事項

（具体的な取組を記載）

新事業活動への該非

（該当する場合は○）

ア ハ(２)

【暗黙知の形式知化】定年退職後の熟練工員を技術指導員として再雇用し、技

術・加工の指導を行う。また、熟練工員の技能を反映した業務マニュアルを作

成、暗黙知を形式知化し工程設計の担当者に共有する。さらに生産管理に知見

のある技術者を中途採用し、工程設計の担当者と同様にノウハウを共有し技術

の早期承継を図る。

イ イ(１)

【多能工化及び機械の多台持ちの推進】地域の高専・専門学校向けの説明会や、

インターンシップの受け入れを積極的に行う。また、商工会議所等の支援機関

が行う、新入社員向けの基礎研修や入社後のフォローアップ研修等、外部機関

の研修も積極的に活用し、人手不足の解消と人材の定着を図る。新人教育担当

の職員として、現在多台持ちで作業を行う中堅職員を教育担当として配属し、

自分の作業の教育・引き継ぎを行う事で多台持ちの推進を図る。

ウ ホ(１)

【設備投資】主要取引先 A 社と共同で新規商品開発を行い、A 社の助言の基、

生産体制を構築するための生産ラインの合理化と設備の更新を行う。これに伴

い、現在保有しているパンチングマシンのうち旧機種（一機種 3 台）をパンチ・

レーザ複合マシンへ（一機種 2 台）と更新する。この機械は、旧機種では対応

できなかった成形等の後工程についても対応可能であるため、工程が統合で

き、時間あたり生産性が向上する。また、生産管理システムを導入して各製造

設備と連動させる。さらに検査工程の自動化のために導入する検査装置とも連

動させることで、生産ライン全体を一元管理する。生産ラインのネットワーク

化は当社が初めて行う取組であり、新事業活動に該当する。

○

７ 経営力向上を実施するために必要な資金の額及びその調達方法

実施事項 使途・用途 資金調達方法 金額（千円）

ア･イ 技術指導員人件費・採用費用 自己資金 10,000
ウ 経営力向上設備購入費 融資 25,000

８ 経営力向上設備等の種類

実施

事項

取得

年月

利用を想定して

いる支援措置
設備等の名称／型式 所在地

1 ウ H29.5 固・国Ａ・国Ｂ パンチ・レーザ複合マシン／METI001 ●●県××市

2 ウ H29.8 固・国Ａ・国Ｂ 生産管理システム／SME002 ●●県××市

3 ウ H29.10 固・国Ａ・国Ｂ 検査装置／SME003 ●●県××市

設備等の種類 単価（千円） 数量 金額（千円） 証明書等の文書番号等

1 機械装置 5,000 2 10,000 123456
2 ソフトウエア 5,000 1 5,000 20170523 中生投第○号

3 器具備品 10,000 1 10,000 20170523 中生投第○号

設備等の種類 数量 金額（千円）

設備等の種類別

小計

機械装置 2 10,000
器具備品 1 10,000
工具 0 0
建物附属設備 0 0
ソフトウエア 1 5,000

合計 4 25,000

想定している措置（固定

資産税、国税Ａ類型、国

税Ｂ類型）に○を記載く

ださい。

工業会等の証明書の整理番号や、

経済産業局の確認書の文書番号

を記載ください。

また、工業会等証明書と経産局確

認書の両方を添付している場合

は、両方の番号を記載ください。

各設備の減価償

却資産の種類を

記載ください。

各設備の種類毎に数量、金額の

小計を記載ください。

記載例（製造業）

（別紙）

経営力向上計画

１ 名称等

事業者の氏名又は名称 株式会社ＭＥＴＩ

代表者名（事業者が法人の場合） 代表取締役 中小 太郎

資本金又は出資の額 ２０００万円

常時使用する従業員の数 １００人

法人番号 ×××××××××××××

２ 事業分野と事業分野別指針名

事業分野 事業分野別指針名

３ 実施時期

平成 29 年 4 月～平成 32 年 3 月

４ 現状認識

① 自社の事業概要
金属板の板金加工業及びそれを用いた機械装置組み立てを行う。事業分野別

指針における規模は中規模に該当。

②

自社の商品・サービスが

対象とする顧客・市場の

動向、競合の動向

従来は板金パーツの加工のみに専念する企業であったが、付加価値向上のた

め機械装置組み立て業へ事業をシフトし、機械設計の受注拡大に取り組んで

いる。主要顧客は大手部品メーカーのＡ社を中心に 30 社程であり、機械設

計の需要増加に伴い取引先数も増えている。

当社の強みは、他社にできない顧客の要望を実現する技術力である。弱みは、

現場を任せることができる若手職員が定着しないことから、熟練工から中堅

職員への技能承継が進んでいない点である。競合は板金加工業者のＢ社であ

り、当社に比べ品質は劣るものの低価格・短納期での製造を行っている。

③ 自社の経営状況

売上は 27 年度 5,300,000 千円、28 年度 5,420,000 千円と増加している一方

で営業利益については 27 年度 85,000 千円、28 年度 80,000 千円と減少し

ている。原因として、①設備更新をしておらず、一部工程について主要取引

先の要望に対応しきれていないこと、②熟練工員が定年退職を迎えており適

切な工程設計ができる人員が減っていること、③多台持ちができる若手工員

が少なく多台持ち工程を熟練工に頼らざるを得ないこと等の理由があげら

れる。以上から、労働生産性（(営業利益＋人件費＋減価償却費)／労働者数)
が低くなっていると考えられる。

５ 経営力向上の目標及び経営力向上による経営の向上の程度を示す指標

指標の種類 Ａ現状（数値）
Ｂ 計画終了時の目標

（数値）

伸び率（（Ｂ－Ａ）／Ａ）

（％）

労働生産性 6,930 千円 7,000 千円 1％

24 金属製品製造業

2451 アルミニウム・同合金プ

レス製品製造業

器・複合部品製造業

製造業に係る経営力向上に

関する指針

日本標準産業分類の中分類と

細分類コードと項目名をご記入下さい。

事業分野別指針は業種によって異なりま
す。詳細は「経営力向上計画 策定・活用
の手引き」を参照ください。

計画開始の月から起算して、①3 年（36 か月）、②4 年（48 か月）、

③5 年（60 か月）のいずれかの期間を設定して記載ください。

事業分野別指針を元に、指標の種類を選び経営力向上計画の実施期間に

応じた伸び率を記載ください。

法人番号 13桁を記載し

てください。

【経営力向上計画】は実質この2枚！ ぜひ申請を。
事業分野別の記載例を参考に作成することができます。
この2枚に提出先（業種別）を記載した表紙をつけて完成です。

事業分野と規模別に、計画の目標値や項目が
異なるため、まず自社の事業分野と、事業分
野別指針を確認することが大切です。

検索検索日本標準産業分類　政府統計｜

https://www.e-stat.go.jp/SG1/htoukeib/TopDisp.do?bKind=10

事業分野別指針で定められた指標です。
●製造業…労働生産性/売上高経常利益率/付加価値額から選択
●卸・小売業…労働生産性

詳細は 中小企業庁ウェブサイト＞経営サポート＞経営強化法による支援をご覧ください。
「申請書」「策定の手引き」ほか資料がダウンロードできます。

事業分野別指針において規模
別に内容や項目数が指定され
ている場合、自社がどの規模に
該当するかを明記します。
●製造業…従業員数ベースで
　小規模/中規模/中堅
●卸・小売業…売上高ベースで
　小規模/中規模/中堅

◉ 基本方針　http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/160701kihonkaiseigo.pdf

● 製造業の事業分野別指針　http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/shishinbunya01.pdf

● 卸･小売業の事業分野別指針　http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/shishinbunya02.pdf

作成前に最新の基本方針・事業分野別指針を必ず確認してください。

記載例出典：中小企業庁ウェブサイト　
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/160714kisairei.pdf

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/

ダウンロードできます！

❷ ❸

(a)顧客・取引先の
状況や推移

(b)市場の規模や
シェア

(c)競合他社との比較
(d)自社の強み・弱み

等を記載します。

検索検索経営力強化｜

https://www.e-stat.go.jp/SG1/htoukeib/TopDisp.do?bKind=10
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/160701kihonkaiseigo.pdf
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/shishinbunya01.pdf
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/shishinbunya02.pdf
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/160714kisairei.pdf
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/
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